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弊社は、お客様の将来の計画を実現するために、経済や制度・税制などを考慮し
ながら、新しい時代にあった安心と感動を提供できるよう努めてまいりました。
今後もお客様とのつながりが永遠となるときを信じて、日々精進してまいります。

®



船井総合研究所に入社後、保険業界のコンサルティ
ングをメインに従事。現場に入り込んだ実行支援
を得意とし、経営戦略の従業員への落とし込みを
得意とする。全国のあらゆる企業の現場支援の成
功ノウハウを生かし、経営戦略の構築から組織マ
ネジメントまでおこなう。

®

夢ある未来の為の



吉田

冨田院長

医療法人木南舎

■診療時間
月火水木金　　　　           9：00 ～ 11：30
　　　　　　　　　　　14：30 ～ 17：30
土　　    　　　　　           9：00 ～ 11：30
　　　　　　　　　　　14：00 ～ 16：00

〒444-3505　岡崎市本宿町字南中町 32
TEL：0564-48-2431

内科 , 神経内科 , 整形外科 , リハビリテーション科
人間ドック , 脳ドック , リハビリテーション

■経歴
1993　慶應義塾大学医学部卒業
2000　さいたま市立病院神経内科
2002　パリ・ラリボワジール病院神経内科留学
2005　 美原記念病院
2006　慶応義塾大学医学部神経内科
2009　富田病院
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財務のご相談は弊社にお任せください 無料 FP 相談 0120-169-771（平日 9：00 ～ 18：00）
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武内 真紀 さん冨田病院
看護師長



変わる医療

2019 年　もりの環
今年もエイジェントヴィレッジでは田植えと森の間伐に参加しま
した。
今回は社員の家族も参加！そして何よりもお天気にも恵まれて、
とても楽しむことができました。
初参加になる社員や家族は、田植えの土の感触や皮むき間伐の木
の皮がつるっと剥ける感触、皮が剥けた木の表面のりんごのよう
な味などを楽しんでいました。
また、今年もお米が実り、間伐材を使ったノベルティができるの
が待ち遠しいです。



日本人の睡眠不足が深刻です。
2006 年に睡眠不足による年間経済損失は約 3.5 兆円、医療費を含めれば実に 5兆円にも及ぶと言われていまし
たが、2016 年に米ランド研究所が発表した経済損失は年間約 15 兆 1800 億円でした。
最適な睡眠時間は 7時間程度とされていますが、2017 年の厚生労働省の国民健康・栄養調査によると、1日の
平均睡眠時間が 7時間未満の人が約 73.4%もいます。
睡眠不足が深刻化すると、心身の不調による遅刻や欠勤、作業効率の低下による生産性の悪化や交通事故が心配
されます。従業員は一生懸命働いていても、企業としては損失になっている可能性があるのです。
現在は、睡眠の質を可視化するヘルスケア製品や「使用することで睡眠の質の向上および生産性の向上」につな
がるスマートフォンのアプリケーションがでてきています。それらを使用することで、生活リズムの改善や生産
性の向上につながるかもしれません。
医院としても、従業員の生産性が下がることを防ぐために、従業員の健康に目を向ける必要がありそうです。

不健康の経済損失

Money Wellness
従業員にとって日々の健康不安と、将来の経済的な不安が薄れることは、生活の質が向上し、仕事に集中できる
環境が生まれます。更には優秀な人材の定着や採用についても優位になります。「従業員の未来に、お金と健康を」
一緒に考えませんか。

介護保険は、老後や自分の家族を介護することになった際にサポートしてくれる心強い制度です。介護保険制度
は “みんなで支え合う介護” とし、厚生労働省はこのように発表しています。『40 歳から 64 歳の方については、
ご自身も老化に起因する疾病により介護が必要となる可能性が高くなることや、ご自身の親が高齢となり、介護
が必要となる状態になる可能性が高まる時期であることから、40 歳以上の方からも介護保険料をご負担いただ
き、老後の不安の原因である介護を社会全体で支えています。』
しかし、介護保険制度があるから安心とは言い切れません。
それは、40 歳～ 65 歳未満の人は、介護が必要になったとしても末期ガンや加齢を伴う特定疾病でない限り制度
を使うことができないのです。 65 歳までに要介護状態になったとしても、公的介護保険の給付の対象にならな
い場合があるので、民間の介護保険を検討することが大切です。
介護は誰にもやってくる可能性があります。それは必ずしも老後にやってくるとは限りません。
その時に備えて、一度民間の介護保険を検討してみてはいかがでしょうか。

介護保険制度の落とし穴


